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研究成果の概要（和文）：本研究では自動車排出ガス削減政策の検討に資する情報を提供する立

場から，自動車保有・利用行動を構成する購入段階，走行段階，保有段階の 3 つの段階に着目

し，3 段階の行動を総合的に分析できる統合型モデルの開発を行った．本提案手法によって，

自動車保有・利用特性の変化と，自動車関連施策の実施に対する多様な世帯の反応が分析可能

となり，有効な自動車排出ガス削減施策の評価が可能となった．  
 

研究成果の概要（英文）：The objectives of this study are twofold: 1) to develop an integrated 
approach analyzing the vehicle type choice, annul travelling distance, and holding duration 
by simultaneously consider the correlations between the three behaviors and diversity of  
household policy responses, and 2) to demonstrate the changes in environmental load 
under different vehicle-related policies.  
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１．研究開始当初の背景 
（1）近年，地球環境問題が大きな社会的関
心事となっている中で，自動車保有・利用に
関する政策として二酸化炭素の排出抑制を
目的とした排出ガス規制の強化，低公害車普
及のためのグリーン税制をはじめとする自
動車関連税制の改変，環境負荷の小さい都市
構造への見直し，かしこい車の使い方に向け

た態度・行動変容等の様々な政策が実施，検
討されている．さらには 2008 年の石油価格
の高騰を受けて住民の間で自動車保有・利用
行動を見直す機運が高まりつつある．このよ
うな状況下，各種政策の実施や石油価格の高
騰が家計（世帯）の自動車保有・利用行動に
及ぼす影響の定量的な評価について，その方
法論と応用に関する研究の蓄積は十分では



ない．一方，近年，世帯の自動車保有・利用
形態は多様化が進んでおり，ある政策の実施
が必ずしも全ての世帯に同じように影響を
及ぼすとは言えない．このような世帯間での
保有・利用形態の違いをもたらす要因として
地域特性や世帯のライフステージが考えら
れる． 
 
（2）人間行動の多くは個人や世帯が単独で
決めているわけではなく，価値観の異なる配
偶者や子供，友人・知人，同僚，または地域
コミュニティや準拠集団など，各主体を取り
巻く他者との繋がりの中で，互いに影響しあ
い，場合によっては一緒に意思決定を行って
いる．そのような他者との繋がりはソーシャ
ルネットワークと呼ばれ，人間行動の本質を
成すといっても過言ではない．自動車保有・
利用行動も例外ではなく，世帯構成員間での
自動車利用の競合，友人・知人等の行動によ
る購入の誘発，あるいは社会全体の売れ行き
等のソーシャルネットワークが自動車保
有・利用行動に影響を及ぼすと考えられる． 
しかし，既往研究における自動車保有・
利用行動分析は，個人あるいは世帯を 1
つのまとまった意思決定単位として，そ
の独立性，または異なる世帯構成員の意
思決定の同質性を仮定している． 
 
２．研究の目的 
本研究では，自動車排出ガス削減政策の検

討に資する情報を提供する立場から，世帯の
自動車保有・利用行動メカニズムを解明する
ことを目的とする．具体的には，以下の 2 点
に着目した分析手法の提案を行い，世帯の自
動車保有・利用行動を明らかにする． 
(1) 自動車保有・利用行動は複数の行動要素

で形成されており，それらの要素は互い
に密接に関連し合うため，1 つの行動変
化が他の行動変化を引き起こすと考えら
れる．そこで，自動車の購入の意思決定
から，利用，廃車・売却に至るまでの一
連の行動を総合的に取り扱うことができ
る統合型モデルの開発を行う． 

(2) 全ての世帯で自動車保有についての意思
決定の同質性を仮定し，平均的な世帯の
自動車利用を前提とした政策では，地域
や世帯に固有の条件が無視されることに
なり，その結果，所定の政策目標が達成
できなくなる．そこで，地域特性や世帯
のライフステージの違いによる世帯の政
策反応の違いと，自動車保有・利用行動
におけるソーシャルネットワークの影響
を考慮した分析手法の開発を行う． 
  

３．研究の方法 
世帯の自動車保有・利用行動を「購入段階」，

「走行段階」，「保有段階」に分類したうえで，

それぞれを車種選択，自動車走行距離，およ
び自動車保有期間の 3 つの行動結果と対応さ
せて，個別の段階における自動車保有・利用
行動を正確に記述できるモデルの開発を行
う．そして，それら 3 段階を統合した統合型
モデルを開発し，自動車排出ガス削減政策の
検討を行う．以下に，研究手順を示す． 
 
(1) 世帯の自動車保有・利用実態の把握を目

的としたアンケート調査を実施する．自
動車保有・利用行動を紙面ベースの調査
によって実施すると年間走行距離などの
回答が難しく調査項目の欠損割合が高く
なる．また，効率的に調査を行うために
は，世帯属性に基づいて調査対象世帯を
絞りこむ必要性がある．そこで本調査は，
これらの要件を考慮して，近年盛んに行
われているWebアンケート調査形式によ
る調査方法の提案を行う．Web アンケー
ト調査の長所は，従来の調査方法よりも，
スピーディーな調査と集計が可能である
点，調査対象サンプルの絞り込みにより
モニター内での母集団代表性の確保が可
能である点，および未入力項目に関する
チェック機能が設定可能でデータ欠損を
防ぐことができる点である． 

また，世帯の自動車保有期間は数年に
わたり，かつ，いつ保有が終了するかが
わからない確率事象である．したがって，
その期間を正確に調査するには連続的な
観測が必要であるが，現実的に長期にわ
たって紙面によるパネル調査を実施する
ことは難しい．それに対して，Web アン
ケート調査では，被験者がモニターとし
て参加し続けていれば，居住地の変更や
世帯構成などの世帯属性に変化があって
も，追跡分析が可能であり，複数時点に
わたる自動車保有・利用行動の変化を的
確把握する上で有効である． 

 
(2) 「購入段階」の車種選択行動が，ソーシ

ャルネットワークの影響を受けた集団意
思決定の結果である点に着目して，複数
の集団意思決定ルールを同時に考慮した
集団離散選択モデルの開発を行う．既往
研究における車種選択分析は，個人ある
いは世帯を 1 つのまとまった意思決定単
位として，その独立性，または異なる世
帯構成員の意思決定の同質性を仮定して
いるが，世帯の車種選択行動を分析する
際に，各構成員の集団意思決定における
役割や影響力，構成員間の相互作用を無
視することはできない．事実，これまで
に様々な集団意思決定ルールを仮定した
分析手法の開発がなされている．しかし，
複数提案されている集団意思決定ルール
の中で，どのような集団意思決定ルール



が支配的であるかを断定することは分析
者にとって困難である．そこで，代表的
な複数の集団意思決定ルールを取り上げ，
各世帯がどの意思決定ルールをどの程度
適用しうるかを潜在クラスモデリング手
法の帰属確率により表現することで，複
数の意思決定ルールを同時に取り入れた
新たな集団離散選択モデルの開発を行う． 
 

(3) 「走行段階」と「保有段階」に着目し，
自動車保有期間と年間走行距離の相互依
存性を考慮した同時決定モデルの開発を
行う．各種政策の実施による自動車の保
有費用と走行費用の変化を考えると，こ
れら費用の変化は保有期間や走行距離の
それぞれに直接影響を及ぼすものと考え
られる．さらに，走行費用の影響を受け
た走行距離の変化が保有期間に及ぼす影
響と，保有費用の影響を受けた保有期間
の変化が走行距離に及ぼす影響の双方向
の因果関係が存在しうる．世帯はこのよ
うな双方向の因果関係を同時に配慮して
自動車の保有・利用に関する意思決定を
行うと考えられる．しかし，既往研究に
おける保有期間を目的変数，走行距離を
説明変数としたモデルでは，保有期間と
走行距離の因果関係を単方向に固定して
おり，保有期間と走行距離の相互依存性
を取り扱うことができない．ここでは，
保有期間と年間走行距離の因果関係を仮
定せずに，それらの相互依存性を考慮す
るために自動車の保有行動と利用行動の
同時決定モデルの開発を目的とする．具
体的には，保有期間と年間走行距離のそ
れぞれについて，周辺分布に多様な確率
分布の仮定を許容する生存時間モデルを
適用する．そして，保有期間と年間走行
距離の相互依存性をコピュラ関数によっ
て表現した新たな多変量生存時間モデル

を開発し，それを用いて世帯の自動車保
有・利用行動分析を行う．コピュラ関数
の適用の利点は，多変量分布を仮定する
既存モデルでは，変量間の相互依存性を
多くの分散・共分散パラメータにより表
現する必要があるが，コピュラ関数を用
いれば，周辺分布ごとに異なる分布を設
定できる上，変量間についても数個のパ
ラメータで多様な相互依存性を表現する
ことが可能となる．また，モデル推定に
おいて， 尤推定をシミュレーション方
法で行う必要がなく，通常 尤推定法を
そのまま適用することができる点も，無
視できない特徴である．本提案手法によ
り，保有期間の変化が年間走行距離に，
年間走行距離の変化が保有期間にそれぞ
れ及ぼす影響を同時に取り扱うことがで
きる． 
 

(4) 世帯の自動車保有・利用行動における「購
入段階」，「走行段階」，および「保有段階」
の 3 段階の行動は，互いに密接に関連し
合い，ある行動変化が他の行動変化を引
き起こす可能性がある．そのため，1 つ
の行動のみに着目した政策評価は，他の
行動変化を考慮していないために，政策
の効果を過大あるいは過小に評価する可
能性がある．本章では，「購入段階」，「利
用段階」，「保有段階」の一連の行動を同
時に分析できる統合型自動車保有・利用
行動モデルシステムの構築を行う．同モ
デルでは，世帯車種選択モデルから算出
される車種選択による期待効用を，保有
期間と年間走行距離の同時決定モデルの
共変量として導入することにより，過去
の自動車利用が車種選好に及ぼす影響と，
自動車市場の変化や自動車取得に関する
税制改訂等の購入段階の変化が利用段階
と保有段階に及ぼす影響を同時に分析で
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図 1 統合型自動車保有・利用行動モデルの枠組み 



きる．図 1 に統合型モデルの枠組みを示
す．統合型モデルでは，車種選択，保有
期間，年間走行距離の各分布特性，およ
び保有期間と利用行動の間の相互依存構
造に関して，それぞれ多様性を考慮する
ことにした．統合型モデルの特徴は，こ
れら 3 つ自動車保有・利用行動の多様性
を潜在クラス手法，意思決定ルール，お
よびコピュラ関数を組み合わせることに
よって同時に考慮できる点である． 

 

(5) 「購入段階」，「走行段階」，「保有段階」
のそれぞれに対応する，購入費用，走行
費用，保有費用の変化に着目したケース
を想定し，開発した統合モデルを用いて
世帯行動のシミュレーション分析を行い，
有効な排出ガス削減政策について検討す
る． 

 
４．研究成果 
本研究では，自動車保有・利用行動を構成

する購入段階，走行段階，保有段階の 3 つの
段階に着目し，これらの行動を捕捉するのに
適した調査手法の提案を行うとともに，集団
意思決定メカニズムを考慮した車種選択モ
デル，およびコピュラ関数を用いた走行段階
と保有段階の同時決定モデルをそれぞれ開
発したうえで，3 段階の行動を総合的に分析
できる統合型モデルの開発を行った．また，
統合型モデルの開発にあたっては，世帯行動
の“多様性”が考慮できるようにモデルフレー
ムを設計した．観測データには異なる自動車
保有・利用特性を持つ世帯が混じり合ってい
るので，潜在クラス手法を用いて，同質なク
ラスに内生的に分類したうえで，クラス別の
自動車保有・利用特性を明らかにした． 

開発した統合モデルを用いて，購入費用，
走行費用，保有費用の変化に着目したケース
を想定し，世帯行動のシミュレーション分析
を行った．シミュレーション分析の結果，車
種選好の変化率に着目すると， も影響を及
ぼすのは購入費用ではなく，走行費用の増加
であることがわかった．特に，「中高年世帯」
や「郊外居住世帯」は，走行費用の増加に対
する感度が高く，また，走行費用の増加によ
って軽自動車を選好する傾向にある．したが
って，「中高年世帯」や「郊外居住世帯」に
ついて，燃費の良い軽自動車への買い替え促
進をするためには，走行費用の増加が有効な
ことが明らかとなった．その一方で，「中高
年世帯」や「郊外居住世帯」は，車種選好，
保有期間，年間走行距離について，保有費用
や購入費用の増加には強く反応しないこと
が明らかとなった．これに対して，「若年世
帯」や「都市部居住世帯」は，保有費用の変
化に対する，保有期間や年間走行距離の感度
が高いことが明らかとなった．また，複数の

費用政策を組み合わせた二酸化炭素削減政
策を検討した結果，各種費用の変化量，費用
変化の期間，および費用変化の時期によって，
将来の二酸化炭素削減量が大きく異なるこ
とが明らかとなった．以上のように，自動車
保有・利用行動について，世帯特性による多
様性と「購入段階」，「走行段階」，および「保
有段階」の 3 つの段階間の関連性が確認され
た．このような世帯行動の多様性や段階間の
関連性を表現するには，統合型モデルとして
提案した本手法が有効であると考えられる． 

以上の結果より，世帯行動の多様性は，世
帯のライフサイクルステージや自宅から生
活関連施設までの距離などの地域特性と密
接に関係することが明らかとなった．すなわ
ち「若年世帯」と「中高年世帯」，「都市部居
住世帯」と「郊外居住世帯」では，車種選択
行動における意思決定ルール，保有と年間走
行距離のそれぞれの分布特性，および保有期
間と年間走行距離の相互依存性が，大きく異
なる．これは，自動車保有・利用行動の予測
に関して，今後さらに進行すると予想されて
いる少子高齢社会を世帯のライフサイクル
ステージの変化や居住地の選択と関連付け
た政策判断が必要なことを意味する．将来の
ライフサイクルステージの変化や居住地分
布を与件とすれば，本研究の提案手法によっ
て，自動車保有・利用特性の変化と，自動車
関連政策の実施に対する多様な世帯の反応
が分析可能であり，有効な政策評価を行うこ
とができる． 
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